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地方卸売市場の民営化について 
 

藤沢市農業水産課 

 

1．はじめに 
 

 湘南藤沢地方卸売市場は、昭和 56 年 4 月に中央卸売市場として誕生し、藤沢市地方卸売市場として公設

により市民への生鮮食品流通の拠点市場として 31年間にわたって運営してまいりました。 

 この間、平成 19年には、地方卸売市場に転換し平成 21年度からは指定管理者制度を導入するなど時代に

対応した市場活性化策を進めてまいりました。平成 24 年 4 月からは、卸売市場の基幹機能の再構築と市場

会計の健全化をより進めるため、市場施設を整備するとともに、大手の食品卸会社をテナントとして迎え、

新しい時代に即した市場としての機能を図ることとしました。 

 全国で初となる中央卸売市場が地方卸売市場を経て民営市場へと移行することになりましたが、この民営

化に至るには市場内の業界の皆さまを始め、多くの関係者の皆様のお力添えをいただき、実現することがで

きました。 

 

2．背景 
 

 藤沢市における卸売市場の役割は、単に青果物を流通させる中間施設といった位置づけだけでなく、将来

にわたって「安全で安心な青果物」を安定的に藤沢商圏の消費者に届ける役割を担うとともに、生産者や小

売といった産業の活性化を支援していく役割を担っております。 

 一方、藤沢市地方卸売市場では、従来から卸売市場の流通の振興対策や施設維持管理経費の補填として、

一般会計から年間 2億円相当の繰り出しを行ってきており、民活など行財政改革の観点からも、卸売市場会

計の健全化が求められておりました。このような中、市では平成 19 年 3 月に「藤沢市中央卸売市場再整備

基本計画」を策定し、平成 19 年 4 月の地方市場転換に併せて卸売市場会計の健全化を図るための具体的な

施策を講じることとしました。 

 

3．藤沢市中央卸売市場再整備基本計画 
 

 卸売市場の再整備を目的として策定した「藤沢市中央卸売市場再整備基本計画」は基本方針として次の 3

つの柱を示しております。 
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（1） 卸売市場としての基幹機能の再構築 

  卸売市場制度改革や流通環境の変化に対応し、生産・消費側からの期待に応えられる流通システムの構

築を推進する。 

（2） 卸売市場会計の健全化 

  卸売市場施設や設備を適切に維持管理し、将来的な機能整備や建て替え等にも対応できるよう、管理運

営ルールの見直しや遊休施設などの活用を推進する。 

（3） 市民参加型の卸売市場 

  今後「食の安全・安心」といった社会的責任が大きくなる中で、単なる流通機能の役割だけでなく、地

域産業の活性化支援、食育や環境対策などの役割も含め、市民にアピールできる市場づくりを推進する。 

 

4．民営化に至る経過 
 

 藤沢市地方卸売市場については、「藤沢市中央卸売市場再整備基本計画」に基づいて平成 19年度に中央卸

売市場から地方卸売市場へ転換し、平成 21 年度には指定管理者制度を導入するなど活性化を進めてきまし

た。 

 卸売市場の基幹機能の再構築と市場会計の健全化をより推進するため、平成 21年度に藤沢市、A社㈱、B

社㈱の三者間において民営化の可能性について検討を進めてきたところ、現在の市場機能は維持したうえで、

B 社㈱が市場施設整備を行い、平成 24 年 4 月から A 社㈱が新たに開設者となって民営化市場の運営を行う

ことの方向性が示されました。 

 平成 22年 5月には藤沢市、A社㈱、仲卸組合、青果商組合、関連協会、B社㈱、施工業者による「民営化

協議の場」を設置し、民営化にかかわる様々な課題を解決することとし、平成 23年度末までに 25回の会合

を積み重ねてきました。 

 平成 23年 3月に藤沢市、A社㈱、B社㈱の 3者間において民営化の基本的事項について協議が整ったこと

から、4 月からは民営化に先立って B 社㈱が事業主体となり市場施設整備工事に取り掛かり、8 月には卸売

棟が竣工して青果機能を移転、11 月からは配送棟の建設工事に着工し、平成 24 年 3 月 31 日には藤沢市よ

り新開設者へ開設権の譲渡式典が行われ、平成 24年 4月 1日の民営化が達成されました。 

 

5．民営化に向けての協議等の状況 
 

【平成 22年度】 

 ①三者協議会：藤沢市・A社㈱・B社㈱の三者で構成（3回） 

 ②民営化協議の場：市場関係各団体の代表者で構成（13回） 

 ③全体説明会：生産者、売買参加者を含む市場関係者（2回） 

 ④各業界代表者会議：市場内各団体の代表者で構成（4回） 

 ⑤市場運営協議会：公募市民、県職員を含む市場関係者（2回） 

 ⑥藤沢市、A社㈱、B社㈱の 3者による覚書の締結 

【平成 23年度】 

 ①工事定例会議：工事の進捗調整のため毎週火曜日に定例開催 

 ②民営化協議の場：市場関係各団体の代表者で構成（12回） 

 ③市場運営協議会：公募市民、県職員を含む市場関係者（2回） 

 ④（仮称）取引部会：市場流通関係各団体の代表者で構成（3回）
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6．民営化後の市場形態 
 

 新しい青果物流通のニーズに対応するため、市場敷地に民間資本により新たに卸売棟・配送棟を建設して

市場施設を整備し総合食品卸売市場を目指すもので、藤沢市から A 社㈱に対して、平成 24 年 4 月 1 日に開

設者の地位を承継し、民営化後の市場名称としては「藤沢市地方卸売市場」から「湘南藤沢地方卸売市場」

と変更いたしました。市場としての青果機能は新設の卸売棟に移転して維持するとともに、総合食品卸の物

流機能を付加するため配送棟のテナントとして、大手の食品卸会社が参入し、配送棟の完成と同時に機能を

発揮しております。 

 なお、B 社㈱については、A 社㈱の本市場開設以来の支援企業で、民営化後も引き続き、A 社㈱の支援を

行うこととしています。 

 

7．民営化の基本事項 
 

 藤沢市地方卸売市場の民営化の期日は、平成 24 年 4 月 1 日とし、当事者の責務として藤沢市は、施設整

備に伴う工事期間中について、B社㈱に対して工事場所を無償で貸し付けることとしました。 

 民営化後については、A 社㈱に対して市場敷地全体の貸し付けを行い、B 社㈱は、民営化後に開設者とし

ての責務を担い、B社㈱は、民営化市場の施設整備を行うとともに、民営化後の A社㈱の事業運営に対して

支援を行うこととしました。 

 前述の責務を藤沢市、A社㈱及び B社㈱が遵守することにより、藤沢市地方卸売市場が、藤沢市民及び市

内生産者のためにその機能を維持し、円滑な運営を永続的に行っていけるものとしております。 

 市場敷地の賃借料については、民営化市場敷地として、藤沢市は A 社㈱と 30 年間の事業用定期借地権契

約を締結しております。 

 藤沢市に支払う賃借料の総額は、市場敷地の有効部分の固定資産税及び都市計画税相当分の 15年分とし、

支払い年額は別途協議することとしております。ただし、急激な経済環境の変化等により、健全な市場運営

に支障をきたす場合には、賃借料の見直しを含めて市場のあり方等について三者間で遅滞なく協議すること

ができるものとしております。 

 民営化後の市場施設については、藤沢市は、藤沢市が所有する土地を除く市場施設を、平成 24 年 4 月 1

日に A社㈱に無償譲渡を行っております。 

 また、藤沢市は、藤沢市が所有する A 社㈱の発行株式について、B 社㈱の要請に基づき、B 社㈱が A 社㈱

の発行株式の過半を取得するために必要な数の株式を純資産価額で譲渡を行っております。 

 

8．施設の整備内容 
 

 民営化に伴う市場施設の整備内容については、B社㈱が事業主体となり、老朽化した既存の倉庫棟などを

解体して新たに卸売棟を建設し、青果関連事業者の移転後、青果棟および管理棟を解体して新たに配送棟を

建設する。関連棟および分荷棟については一部修繕により、既存の施設を継続して使用することとしました。 

 

9．おわりに 
 

 現在、民営化から 5年が経過し、市場内施設も新たな施設が建設されるなど、当時と比べ市場機能も拡大

しております。湘南地域の拠点市場としての役割も重要となり、今後もさらなる発展が期待されていると考

えます。 
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